
別記第１号様式 目標設定：令和　3　年　4　月　 1　日

評　　価：令和　4　年　2  月   8  日

組織名称

補職名・氏名

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
１①国県方針やﾜｸﾁﾝ供給等状況判断し､ｽｹｼﾞｭｰﾙ決定
②年齢区分､優先接種等段階的に接種券･ﾊｶﾞｷで周知
③理事会､例会出席協議､ﾜｸﾁﾝ供給等､頻回に接種医
と調整④適正管理し配送実施 ２①②高齢者施設等
及び基礎疾患､ｴｯｾﾝｼｬﾙﾜｰｶｰ等優先接種の調整案内、
7月末までに接種済み(2回目完了率1/14現在88％）2
回目完了順に3回目接種 ３①加速化やﾜｸﾁﾝ不足等に
対応したｽｹｼﾞｭｰﾙ設定､医師等従事者の迅速実施②ﾏ
ﾆｭｱﾙ作成､更新③3ヶ所同時開催分購入､毎回確認準
備④常時予約枠管理､ｷｬﾝｾﾙ対応､名簿作成等､適正実
施⑤5/22実施(医師、看護師等80人参加) ４①庁内
ﾜｰｷﾝｸﾞ等で経営支援協議②8/18報告済③国県方針示
されずﾛｰﾘﾝｸﾞ④3月補助金･負担金執行､ｵﾝﾗｲﾝ資格確
認ｼｽﾃﾑ12月運用開始､覚書作成､補助金執行 ⑤4件契
約､適正執行⑥7/26評価委員会開催､11月運協､定例
会開催しｺﾛﾅ対策等随時協議し迅速対応

目
標
１

目
標
２

１．市民健康調査の実施（7月～9月）
①8月広報特集号掲載 ②ウェブ回答導入 ③評価分析
２.タバコ被害条例の周知・啓発強化
①ﾎﾟｽﾀｰ・標語ｺﾝｸｰﾙ作品活用、条例周知DVD作成等啓発
拡充 ②事業所、健康づくり推進員等協力により啓発推
進 ③禁煙化補助金等適正実施
３.健康マイレージ事業実施（新規）
①参加者500人目標に各種事業・公民館・児童館・地
域、SNS等で啓発強化 ②SDGｓ連携の若い年代参加促進
４．地区保健活動よる住民主体の健康づくりの推進
①地区組織・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等協働｢健康ひろば｣、多悠連｢健康
教室｣開催 ②推進員協働ｳｫｰｷﾝｸﾞ・筋力ｱｯﾌﾟ体操実施
５．母子保健ﾊｯﾋﾟｰﾌﾟﾗﾝ推進による健全な発育発達促進
①適正食生活、歯科衛生指導 ②親子運動促進 ③喫煙対
策 ④新型ｺﾛﾅ対応の乳幼児健診･教室･相談事業実施 ⑤ｵ
ﾝﾗｲﾝ・SNSを活用した教室･情報発信の推進

目
標
５

手当・医療事
務の適正執行
と被保険者等
の健康保持増
進

手当の迅速かつ
適切な支給の実
施と健康意識の
浸透

1.福祉医療費・児童手当・児童扶養手当の申請受付・助
成事務の適正処理
①子育て世帯生活支援特別給付金ほか緊急の新型コロナ
対策事業の迅速かつ適切執行(予算・例規・ｼｽﾃﾑ・申請
支給事務)
2.第2期保健事業実施計画(データヘルス計画)の推進
①保険者努力支援制度の確実な加点のため健診受診率
45%(前年度実績37%)を目指した受診勧奨・啓発実施
②新型コロナ感染拡大防止のための適切な健診実施
③満40･50歳の健診費用無料化継続による若年層受診率
向上
④地区担当保健師との連携による受診勧奨、かかりつけ
医と連携した個別情報提供事業実施
3.保健ｾﾝﾀｰ､高齢福祉課と連携し保健､介護､医療による

１①ひとり親世帯分給付金(児童扶養手当受給者)支
給645人(5月～8月)ひとり親世帯以外分給付金(非課
税の児童手当受給者)支給339人(7月8月)子育て世帯
への臨時特別給付金6,386人(12月～3月)それぞれ要
綱を制定、必要な予算を確保し迅速かつ適正に支給
２①②保険者努力支援制度での確実な加点のため、
6月予算補正により受診率45%を目指し健診未受診者
対策事業を新たに開始③満40･50歳の健診費用無
料、かかりつけ医との連携による情報提供事業など
既存事業を適正に実施(受診率36.7％)④地区担当保
健師と情報共有し受診勧奨実施 ３保健、介護、医
療の一体的なﾊｲﾘｽｸ者支援をR4年度開始決定し広域
連合受託財源による専従保健師増員(0.3人)

目
標
３

１①広報､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で周知､3250人分発送､70.4％
回収②ウェブ回答287人③4名の学識経験者に依頼
し､評価分析（2月）所内評価分析開始 ２①ｺﾝｸｰﾙ作
品を封筒ｶﾚﾝﾀﾞｰ等に活用啓発､DVD作成小中学校へ配
布(3月) ②ﾊｯﾋﾟｰﾌﾟﾗﾝ参加事業所・団体等へ情報提
供､協力依頼③飲食店補助申請0件､禁煙治療助成4人
３①関係機関にﾁﾗｼ設置(22ケ所)啓発強化､3月抽選
②4月ﾁﾗｼ配布（3000枚）協力依頼済1月現在200人応
募 ４①ｺﾛﾅ感染拡大防止対策のため展示等に縮小
し、公民館等調整実施(2月末11回)②ｺﾛﾅ感染対策を
行い状況に合わせ実施 ５①②各種健診･教室･児童
館等で情報発信､歯科健診･教室で妊婦や保護者助言
指導(3月末78回)③母子禁煙支援(12月末現在63件)
④対策強化により適正実施⑤SNS相談3～4件/月､予
約質問15～20件/日､緊急連絡､情報発信等に活用､ｻｰ
ﾋﾞｽ向上効率化促進、子育て不安の軽減に寄与

１①窓口手順効率化、1日最大交付枠70枠から180枠
に拡大 (R3年度14,927件交付/12月末、取得率
35.34%)
②交付件数に合わせ休日(5～7月臨時開庁実施)・夜
間交付実施 ③窓口での写真撮影等ｻﾎﾟｰﾄ及び(申請
時来庁方式」実施 ④ﾈｯﾄ予約ｼｽﾃﾑ構築、2月から予
約受付開始 ➄全住民の住基ｺｰﾄﾞの符号連携実施
(9/3)、他市本籍者のﾃﾞｰﾀ送信実施、ｴﾗｰ確認実施
(4,195件)
２①郵便局員用ﾏﾆｭｱﾙ作成、地区事務所職員による
研修等事前調整、ｾﾚﾓﾆｰ(5/27)等地域へ情報提供を
的確に実施し、6/1委託開始 ②地区事務所職員の派
遣や細かな情報共有により、円滑な委託業務の運営
サポート実施(郵便局対応実績1,088件/12月末)

１令和6年度以降の県内保険料率の統一化を視野
に、基金等の活用を考慮して適正に保険料率を設
定、賦課（7月）
２①法令改正に伴う条例改正を適正に実施(新型コ
ロナ減免延長6月、出産育児一時金12月、子ども均
等割他3月）②12/1契約締結、国保ﾚｾﾌﾟﾄ情報を標準
ｼｽﾃﾑとなるよう国保連と調整(県内先行事例)実施③
④適正に事務を実施中
３①12月末現在例年並収納率を確保維持
国保:現年70.62%(-0.58％)過年16.35％(-2.86％)
後期:現年67.68％(+1.95％)過年38.29％(-11.98％)
②③④付困難事例への対応ほか適正に収納事務を実
施中

個人番号カー
ドの取得率向
上及びデジタ
ル化への対応
と業務委託の
実施

個人番号カード
対応と郵便局へ
の業務委託の適
正実施

1.個人番号カードの適正交付
①急増する個人番号カード新規交付者への適正な手続き
と更新者への対応実施
②市民ニーズによる休日及び夜間交付の実施
③個人番号カード取得支援策の実施
④個人番号カード交付ネット予約システムの構築と実施
➄個人番号オンライン手続き化に向けた戸籍附票と住基
ネットとの紐づけを適正実施
2.郵便局への地区事務所業務委託の適正実施
①高田郵便局へ地区事務所業務委託に向けた職員研修等
準備事務の的確な実施
②高田郵便局委託後のサポートと情報共有等による安定
運営の実施

国民健康保険
事務の適正化
及び保険料収
納率の向上

国民健康保険
の適正な賦課・
給付事務の実施
と保険料収納率
の向上事務実施

1.新型コロナの影響による収納率減少に備え、基金等の
活用を視野に、適正に保険料率を設定、賦課（7月）
2.国保事務処理標準導入ｼｽﾃﾑほか適正な事務処理の執行
①新型のコロナ影響による緊急の制度改正等への対応
②国保事務処理標準システム導入に向けた各種事務処理
③療養給付費の支払い、県普通交付金及び保険者努力支
援制度等の交付金事務の適正執行④確定納付金に基づく
適正なR4年度国保会計予算の編成(1月）
3.債権管理計画に掲げる目標収納率達成(国保：現年度
97.7%、過年度23.2％、後期高齢：現年度99.8％、過年
度57.5％)に向けた徴収事務の実施
①新型コロナに係る納付困難事例への適切な対応 ②滞
納者に対して適切な納付相談の実施 ③適正な執行停止
及び滞納処分の実施 ④滞納者への早期対応の強化(夜間

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動などの
自己研鑽、職員提案活動、施策の
紹介・普及活動　等

（目標設定）

目
標
４

た じ み 健 康
ハッピープラ
ンの後期計画
優先重点事業
の推進

健康調査の実施
とハッピープラ
ンに基づく乳幼
児期から切れ目
のない健康づく
り事業の実施

令和３年度組織目標兼管理職個人目標管理シート

＜兼務比率記載欄＞
：

組織目標兼管理職個人目標

新型コロナワク
チン接種事業の
推進と市民病院
への運営支援

医師会と連携し
た安全・円滑な
接種の実施と指
定管理者との協
力による病院運
営の実施

１．ワクチン接種実施計画の適正実施
①県との調整によるﾜｸﾁﾝ接種ｽｹｼﾞｭｰﾙ決定 ②対象者への
案内及び市民への周知 ③接種方法等医師会と協議、調
整 ④ﾜｸﾁﾝ円滑化ｼｽﾃﾑによるﾜｸﾁﾝ供給管理と配送実施
２．高齢者施設入所者等のﾜｸﾁﾝ接種
①担当医･施設との調整　②関係部署、事業所情報提供
３．効果的で安全な集団接種の実施
①ｽｹｼﾞｭｰﾙ･ﾚｲｱｳﾄ等決定、人材確保･調整 ②実施ﾏﾆｭｱﾙ作
成 ③必要物品購入④予約ｼｽﾃﾑ管理 ⑤ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ実施
４、多治見市民病院基本協定事項の実施
①協定検証・協議 ②全協決算報告 ③３次改革ﾌﾟﾗﾝ策定
④指定管理者経営支援・産科開設及びｵｰﾀﾞﾘﾝｸﾞ改修補助
金適正運用 ⑤医療機器購入、改修工事対応 ⑥評価委員
会･運営協議会･定例会開催

市民健康部
部長　澤田　誠代

T2

T3

T3

T3

T3

達成度



別記第１号様式 目標設定：令和　3　年　4　月　 1　日

評　　価：令和　4　年　2  月   8  日

組織名称

補職名・氏名

目
標
５

関係機関等と
の連携及び組
織力の強化

関係機関との協
力、人財育成等
により職務遂行
体制を充実

①窓口での新型コロナ感染予防対策の徹底及び感染発生
時における着実な業務継続対応
②国民年金被保険者届の受付、年金請求の受付事務等の
適正な執行(日本年金機構受託事務)
③休日開庁の継続実施、課内研修等による窓口ｻｰﾋﾞｽ向
上
④ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ記載情報の適切な更新と管理
⑤ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ関連事務（情報提供、照会等）の適正な実施
⑥5S+s+sの取り組み強化、徹底

①窓口での新型コロナ感染予防対策を徹底｡感染疑事
例発生時に着実に業務継続対応を実施
②～⑤適正に事務を実施
⑥5S+s+sの取り組み強化、徹底

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）

目
標
３

手当・医療助
成事務の適正
執行

児童手当、児童
扶養手当及び福
祉医療助成事務
の適正執行

①子育て世帯生活支援特別給付金ほか緊急の新型コロナ
対策事業の迅速かつ適切な執行(予算・例規・システ
ム・申請支給事務)
②福祉医療に係る所得制限の見直し着手（９次行革）
③障がい者等個人の事情に配慮した課内及び福祉部門と
の情報共有
④押印見直し等に伴う申請受理～支給決定の効率化及び
更新処理（現況届受付、受給者証更新手続き等）簡素化
検討
⑤その他福祉医療、児童手当及び児童扶養手当事務の適
正執行

①ひとり親世帯分給付金（児童扶養手当受給者）645
人（5月～8月）、ひとり親世帯以外分給付金（非課
税の児童手当受給者）339人（7月、8月）､子育て世
帯への臨時特別給付金6,386人（12月～3月）につき
それぞれ要綱を制定､必要な予算を確保し迅速かつ適
正に支給。子育て世帯への臨時特別給付金の新生
児、1/13までの公務員等申請者へ１月末支給実施。
その後の申請者等に対し随時支給中。
②～⑤適正に事務を実施

目
標
４

被保険者等の
健康保持増進

健康意識の浸透
と健診受診率向
上による医療費
抑制

1.第2期保健事業実施計画(データヘルス計画)及び第3期
特定健診等実施計画の推進
①保険者努力支援制度での確実な加点のため受診率
45%(前年度実績37%)を目指した受診勧奨・啓発の実施
②新型コロナ感染拡大防止のための適切な健診実施
③若年層受診率向上のため満40･50歳の健診費用無料を
継続
④地区担当保健師との連携による受診勧奨、かかりつけ
医と連携した個別情報提供事業実施
2.保健ｾﾝﾀｰ､高齢福祉課と連携し保健､介護､医療による
一体的なﾊｲﾘｽｸ者支援､受診勧奨取組強化
3.脳ﾄﾞｯｸ費用助成制度の継続

1-①～④保険者努力支援制度での確実な加点のた
め、6月予算補正により受診率45%を目指し健診未受
診者対策事業を新たに開始したほか、満40･50歳の健
診費用無料、かかりつけ医との連携による情報提供
事業など既存事業を適正に実施（受診率36.7％：昨
年同時期比2.5％上昇）
2.保健ｾﾝﾀｰ､高齢福祉課との連携による保健､介護､医
療の一体的なﾊｲﾘｽｸ者支援についてR4開始を決定し広
域連合受託財源による専従保健師増員（0.5人）予算
計上
3.脳ﾄﾞｯｸ費用助成制度を適正に実施(申込み：745人
／1,000人定員、実施者：579人 ＊R4.1.17現在)

目
標
１

制度改正等に
よる事務処理
の適正化及び
効率化

国保広域化に対
応した適正な保
険料賦課、事務
処理

1.新型コロナの影響による収納率減少に備え、基金等の
活用を視野に、適正に保険料率を設定、賦課（7月）
2.国保事務処理標準システム導入ほか適正な事務処理の
執行
①新型コロナの影響による緊急の制度改正等への確実な
対応
②国保事務処理標準システム導入に向けた各種事務処理
③療養給付費の支払い、県普通交付金及び保険者努力支
援制度等の交付金事務の適正執行
④確定納付金に基づく適正なR4年度国保会計予算の編成
(1月）
3.国民健康保険及び後期高齢者医療制度の適切な運営

1.令和６年度以降の県内保険料率の統一化を視野
に、基金等の活用を考慮して適正に保険料率を設
定、賦課（7月）
2-①法令改正に伴う条例改正を適正に実施（コロナ
減免延長6月､出産育児一時金12月､子ども均等割他3
月）したほか、新型コロナの影響に伴う減免延長、
給付延長に適切に対応
2-②①12月１日契約締結。国保レセプト情報を標準
システム仕様とるよう国保連と調整し県内先行事例
としての実施を決定。順調に進捗（継続～R４）
③、④適正に事務を実施
3.適正に事務を実施

目
標
２

国保・後期高
齢保険料の収
納率向上

国民健康保険収
納対策緊急ﾌﾟﾗ
ﾝ、債権管理計
画に基づく高い
収納率の維持

①収納率12月末現在(国保現年70.62%(-0.58％)、過
年16.35％(-2.86％)、後期現年67.68％(+1.96％)、
過年38.39％(-11.98％))｡コロナ禍でも平年並収納率
を維持確保
②､③新型コロナに係る納付困難事例を含み滞納者に
対し適切に納付相談を実施
④滞納処分(64件)、交付要求(2件)、執行停止(49件)
を迅速かつ適正に実施
⑤電話催告等967件、来庁依頼(電話)87件、催告書発
送2,085件（後期含む）を実施
⑥～⑦納付困難事例への対応ほか適正に収納事務を
実施

①債権管理計画に掲げる目標収納率達成(国保：現年度
97.7%、過年度23.2％、後期高齢：現年度99.8％、過年
度57.5％)に向けた徴収事務の実施
②新型コロナに係る納付困難事例へ適切に対応
③滞納者への適切な納付相談
④適正な執行停止。納付相談が無い滞納者や相談結果が
履行されない場合には適切に滞納処分
➄滞納者への早期対応強化(夜間電話催告、財産調査、
個別臨宅、文書催告)
⑥居所不明者、多重債務者及び生活困窮者等を把握し適
切に他課と連携
⑦口座振替納付を推奨

組織目標兼管理職個人目標
達成度

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

T2

T2

T2

T3

T3

＜兼務比率記載欄＞
：

令和3年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
市民健康部　保険年金課

課長　金子　淳



別記第１号様式 目標設定：令和　3　年　4　月　 1　日

評　　価：令和　4　年　2  月   8  日

組織名称

補職名・氏名

市民健康部　市民課

（目標設定） （成果）

＜兼務比率記載欄＞
：

組織目標兼管理職個人目標
令和3年度組織目標兼管理職個人目標管理シート

①窓口の新型コロナ感染防止対応の徹底
②窓口混雑時も一人一人を大切にした窓口対応のおも
てなし研修の実施
③「お悔みコーナー」の継続と改善
④ミーティング等により情報共有し件数の少ない手続
き等への対応力向上
⑤DV支援措置対象者への確実な対応
⑥些細な気づき改善の積み上げによるおもてなし力強
化
⑦おもてなしによる結婚・出生記念証の交付
⑧戸籍・住民票の不正取得防止のための知識向上研修
等の実施
⑨旅券事務の的確な実施と基金の管理

①令和3年9月クラウド化に更新の契約締結。システ
ム改修等をスケジュール化し調整したが、半導体不
足によりパソコンの納品が不可となり次年度へ繰越
②符号付き附票データの本籍市送受信対応、エラー
全件(4,195件)確認実施
③6/23法務局実地指導あり、指導項目なし
④7/27セキュリティ会議開催、運用手順書改定
⑤朝礼・終礼等により周知徹底。地区事務所も随時
周知
⑥通知等の地区事務所を含め速やかに周知実施
➆原則、郵送到着の翌日交付の実施(戸籍2,712件・
住民票3,213件処理/12月末)
⑧戸籍協議会決算承認等を東濃4市に文書で回議実
施

①郵便局員用マニュアル作成、地区事務所職員によ
る研修等事前調整、セレモニー(5/27)等地域へ情報
提供を的確に実施し、6/1委託開始
②地区事務所職員の派遣や細かな情報共有により、
円滑な委託業務の運営サポート実施(郵便局対応実
績1,088件/12月末)
③各地区事務所で目標を設定し行動変容を実行
④市民課公開キャビを利用した「地区事務所の広
場」活用による意見交換実施
⑤職員間のダブルチェック、来客者とのチェックを
徹底
⑥地区事務所間でのシャッフル勤務(9～11月)を実
施、気づいた点等意見提出し周知

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

課長　前田あゆみ

目
標
５

休日開庁等、
市民の利便性
への対応

休日開庁、夜間
交付や東濃5市
広域交付の実施
と制度等の周知

①東濃5市での広域交付の適正実施
②休日開庁による戸籍手続き等への対応
③消防署の協力による時間外交付の適正実施
④日直での対応に対する定期的なマニュアル内容の確
認と職員説明会の実施
⑤ホームページ等による市民への手続き等の周知
⑥各課の所管事務やイベント情報等の把握による来庁
者からの問い合わせへの確実な対応の実施
⑦本人通知制度のホームページ等による周知

①東濃5市広域交付適正実施(受託1,527件、委託600
件/12月末)
②毎月、休日開庁継続実施
③消防署での夜間交付実施(457件/12月末)
④日直マニュアル適正化と職員説明会(1回/月)開催
⑤寄せられた意見も反映し、ホームページ適宜修正
実施
⑥各課への情報提供依頼及び広報等情報集約、フロ
アマネージャーによる案内実施。総合窓口による本
庁舎窓口との取り次ぎ実施。
➆本人通知制度の周知継続(ホームページ、広報11
月号)

①筆記具、カウンター等の消毒徹底実施
②外部講師による研修会開催(12月)。おもてなし
リーダーによる指導及び職員間意見交換適宜実施
③「お悔みコーナー」の継続実施(415件/12月末)と
「お悔みハンドブック」の随時改定実施
④終礼の実施により1日毎の情報共有実施
⑤DV支援措置対象者の正確な処理実施(支援対象225
件/12月末)
⑥東濃５市広域交付Faxの待ち時間短縮等意見交換
による改善実施
➆結婚(383件)・出生記念証の交付(145件/12月末)
⑧専門研修延べ5名参加、取得知識の情報共有実施
⑨旅券事務の的確な実施(交付243件/12月末)

目
標
４

窓口業務の適
正執行

新型コロナウィ
ルス感染防止の
徹底継続とおも
てなしを意識し
た窓口

達成度

①高田郵便局へ地区事務所業務委託に向けた職員研修
等準備事務の的確な実施
②高田郵便局委託後のサポートと情報共有等による安
定運営の実施
③地区事務所職員の資質向上に向けた研修の実施
④地区事務所会議に代わる地区事務所間の情報共有手
法の浸透
⑤地区事務所での事務ミス防止の徹底
⑥他の地区事務所での研修を実施し、地区事務所全体
の資質の向上

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
①窓口手順効率化、1日最大交付枠70枠から180枠に
拡大。(R3年度14927件交付/12月末/取得率35.34%)
②交付件数に合わせ休日(5～7月臨時開庁実施)・夜
間交付実施
③窓口での写真撮影等申請サポート及び「申請時来
庁方式」実施
④マイナポイント等知識取得し説明等実施
⑤ネット予約システム構築。2月からの受付開始
⑥住基コードの符号連携実施(9/3)、他市本籍者
データ送受信、エラー確認実施、国に全件送信
(3/3)
➆令和３年5月申請者まで催告実施済み(1,438件)
⑧12月会計検査院実地検査対応。個人番号交付事務
関連補助金交付申請等適正実施

目
標
１

個人番号カー
ドの取得率向
上とデジタル
化への対応

個人番号カード
の取得促進と適
正交付、デジタ
ル化に対応した
システム改修

①急増する個人番号カード新規交付者への適正な手続
きと更新者への対応実施
②市民ニーズによる休日及び夜間交付の実施
③個人番号カード取得支援策の実施
④マイナポイントや保険証への紐づけなどマイナン
バーカード関連サービスの窓口対応実施
⑤個人番号カード交付ネット予約システムの構築と実
施
⑥個人番号オンライン手続き化に向けた戸籍附票と住
基ネットとの紐づけを適正実施
⑦個人番号カード交付申請後の受取催促の実施
⑧個人番号交付事務関連補助金の適正事務

T2

T2

T2

T3

T3

目
標
３

附票システム
の広域化と戸
籍事務等の確
実な実施

正確なシステム
の更新と戸籍届
出等の的確な処
理

①除籍後150年保存となっている戸籍データシステム
を、全件確実に新たなシステムに更新し、クラウド化
による管理に移行
②戸籍附票システムのデジタル化に向けた副本システ
ムとの統一
③法務局と連携した正確な戸籍処理の実施
④住民基本台帳ネットワークシステムセキュリティ会
議の開催
⑤困難事例等の課内情報共有による職員の資質向上
⑥法務局等からの戸籍の通知等を地区事務所を含めた
職員に速やかに周知徹底
⑦郵送での戸籍謄本等の請求の迅速で正確な処理
⑧東濃戸籍協議会の事務局の適正な運営

目
標
２

地区事務所の
運営と業務委
託の的確な実
施

郵便局への地区
事務所業務委託
の適正実施と地
区事務所職員の
資質向上



別記第１号様式 目標設定：令和　3　年　4　月　1　日

評　　価：令和　4　年　2　月　8　日

組織名称

補職名・氏名

市民健康部　保健センター

所長　高木　裕美

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
１①国県方針やﾜｸﾁﾝ供給等状況判断し3回目含むｽｹ
ｼﾞｭｰﾙ決定 ②年齢区分､優先接種等段階的に接種券･
案内ﾊｶﾞｷ･広報等 周知 ③理事会､例会出席し協議､ﾜｸ
ﾁﾝ供給等､頻回に接種医と調整 ④ﾜｸﾁﾝ供給適正管理
⑤医療機関等5ヶ所設置､適正管理 ⑥委託業者決定､
調整、円滑安全な実施の管理
２①②高齢者施設等及び基礎疾患､ｴｯｾﾝｼｬﾙﾜｰｶｰ等優
先接種の調整案内、7月末までに接種済み。2回目完
了順に3回目接種(全年齢2回目完了率1/14 現在88%)
３①加速化やﾜｸﾁﾝ不足等に対応したｽｹｼﾞｭｰﾙ設定､医
師等従事者の確保を迅速実施 ②ﾏﾆｭｱﾙ作成､更新 ③
適正に購入管理 ④予約枠管理､ｷｬﾝｾﾙ対応､名簿作成
等実施 ⑤5/22実施(医師等ｽﾀｯﾌ80人参加）
４①②③頻回に委託業者に情報提供､調整･指導､ﾏﾆｭｱ
ﾙ更新､市民の相談予約に対応､12月末現在27,542人④
8､10､12月契約更新⑤迅速に情報提供し適正管理
５補助金申請､予算確保､毎週計画書の報告

目
標
１

新型コロナワク
チン接種事業の
推進

医師会と連携し
た安全・円滑な
な接種の実施

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

目
標
５

生活習慣病の
予防や早期発
見、重症化予
防を推進、自
殺対策推進

関係機関との連
携体制づくり

１.生活習慣病重症化予防事業の推進
①医師会連携の重症化予防ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等実施 ②特定保健指導
実施 ③医師会の世界糖尿病ﾃﾞｰｲﾍﾞﾝﾄ協力
２．高齢者の保健事業・介護予防一体的実施体制について
3課協議
３.がん検診・結核健診事業の適正実施
①胃カメラ検診開始準備（医師会調整・予算確保）②がん
検診総合支援事業による受診率の向上 ③協会けんぽ等協
定で啓発 ④検診委託検査機関の精度管理 ⑤新型コロナ
対応調整
４.自殺対策の推進
①推進本部・地域ﾈｯﾄﾜｰｸ会議開催 ②命の門番研修開催
③こころの体温計啓発活動の実施

１①1月末現在56件実施 ②7月～3月実施 ③広報掲
載､公民館や推進員等ﾁﾗｼ配布、ﾗｲﾄｱｯﾌﾟ実施
２担当者会議実施､事業方法について検討準備
３①予算化に向け準備、医師会調整2月 ②節目年齢
ｸｰﾎﾟﾝ発送、未受診者への受診勧奨適正実施 ③4月啓
発協力依頼済（13事業所）④がん検診実施機関に精
度結果を連絡済 ⑤検温･消毒･密にならない会場設置
等、感染対策を徹底し、委託業者と調整、各種がん
検診･結核健診適正に実施
４①地域ﾈｯﾄﾜｰｸ会議・推進本部会議（3月）②12月子
育て支援関係者向けに開催　③ｺﾛﾅで9月自殺予防月
間の啓発活動延期し、11月駅北連絡通路で300人に実
施

１①母子健康手帳交付等で把握､継続管理 ②契約、
実績(4件) ③1月末現在838人実施。必要なｹｰｽについ
て継続支援(44人)④第1子及び支援対象に訪問(12月
末256人)、母子保健推進員研修5回、新規養成講座6
回開催し人材育成強化 ⑤随時連携し迅速に対応
２①11月末319件申請､適正実施 ②ｺﾛﾅ感染対策を行
い適正実施 ③SNS相談3～4件/月､予約質問15～20件/
日､緊急連絡､情報発信等に活用し､ｻｰﾋﾞｽ向上効率化
の促進
３①各種健診･教室･児童館等で情報発信､母子禁煙支
援(12月末現在63件) ②歯科健診･教室で妊婦や保護
者助言指導(3月末78回)、幼保巡回指導（31回）
４①医師会調整・委託、医療機関･国保連合会支払い
事務 ②乳幼児健診等で情報提供、毎月対象者に予診
票配布､HPV(子宮頸がん)ﾜｸﾁ全対象者にﾊｶﾞｷによる個
別情報提供の実施（11月）

目
標
４

妊娠期から乳
幼児期の子育
て支援体制及
び子どもの健
全な発育発達
促進体制の拡
充

「 親 育 ち ４ ・
３・６・３たじ
みプラン」「こ
ど も 未 来 プ ラ
ン」の推進

１．ワクチン接種実施計画の適正実施
①県との調整によるﾜｸﾁﾝ接種ｽｹｼﾞｭｰﾙ決定 ②対象者への案
内及び市民への周知 ③接種方法等医師会と協議、調整 ④
ﾜｸﾁﾝ円滑化ｼｽﾃﾑによるﾜｸﾁﾝ供給管理 ⑤ﾃﾞｨｰﾌﾟﾌﾘｰｻﾞｰ設置
調整 ⑥基本型･ｻﾃﾗｲﾄ型の決定、配送業者決定・業務委託
２．高齢者施設入所者等のﾜｸﾁﾝ接種
①担当医･施設との調整　②関係部署、事業所情報提供
３．効果的で安全な集団接種の実施
①ｽｹｼﾞｭｰﾙ･ﾚｲｱｳﾄ等決定、人材確保･調整 ②実施ﾏﾆｭｱﾙ作成
③必要物品購入④予約ｼｽﾃﾑ管理 ⑤ｼﾐﾕﾚｰｼｮﾝ実施
４．コールセンター運営管理
①適正運営のための委託業者との調整･指導 ②対応ﾏﾆｭｱﾙ
更新の情報提供 ③実施報告受理・指導管理 ④契約更新業
務 ⑤予約受付業務管理
５．補助金申請・報告、県へのｽｹｼﾞｭｰﾙ報告

（目標設定）

１①庁内ﾜｰｷﾝｸ等で経営支援について協議 ②8/18報
告済 ③国方針でＲ5年度中までの策定に変更 ④3月
補助金･負担金執行､ｵﾝﾗｲﾝ資格確認ｼｽﾃﾑ12月運用開
始､覚書作成､3月補助金執行 ⑤今年度4件契約､適正
執行 ⑥7/26評価委員会開催､11月運協､定例会開催
⑦広域貸付活用､広報特集号PR ⑧4月建物賃貸借契
約､適正管理 ⑨毎月調整､監査対応
２①ﾏｽｸ6万枚､ｱﾙｺｰﾙ600Ｌの在庫確保 ②施設消毒、
消毒資材を迅速提供 ③行動計画の適正管理
３①3/4連携会議開催協議 ②運営ﾏﾆｭｱﾙ概要版作成
４熱中症警戒ｱﾗｰﾄ新規導入(4/26庁議､救急指令課調
整､関係課周知､7～8月6回発出)､注意喚起ﾒｰﾙ毎週配
信､消防と合同で熱中症啓発物品配布（8/16）ひと涼
みｱﾜｰﾄﾞｲﾍﾞﾝﾄ部門優良賞受賞

１①広報､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で周知､3250人分発送70.4％回
収 ②ｳｪﾌﾞ回答287人 ③4名の学識経験者依頼済み、
所内評価分析開始
２①ｺﾝｸｰﾙ作品を封筒・ｶﾚﾝﾀﾞｰ等に活用啓発､DVD作成
3月配布(小中学校等) ②ﾊｯﾋﾟｰﾌﾟﾗﾝ参加事業所･団体
協力依頼 ③1/20研修会開催、2/27検討会議開催 ④1
月末現在飲食店補助申請0人､禁煙治療助成4人実施中
⑤毎月ｽﾜﾝﾃﾞｰ街頭啓発実施中
３①関係機関に幅広くﾁﾗｼ設置（22ｹ所）啓発強化､3
月抽選 ②4月ﾁﾗｼ配布（3000枚）協力依頼済み 1月
末現在300人応募
４①ｺﾛﾅ感染状況に対応し調整、公民館祭り等で開催
（2月末11回）②消毒・検温等ｺﾛﾅ感染対策を行い実
施 ③公民館祭り等8会場実施。楽市楽座･農業祭で
野菜ｱﾝｹｰﾄ実施(97人) ④ｵﾘﾍﾞ情報誌1面掲載､ｻﾛﾝ等計
7回で健康教育実施
５ 市内減塩応援店や野菜協力店の飲食店､ｽｰﾊﾟｰを巡
回､啓発情報の更新

１．多治見市民病院基本協定事項の実施
①協定検証・協議　②全協決算報告 ③３次改革ﾌﾟﾗﾝ策定
④指定管理者経営支援・産科開設及びｵｰﾀﾞﾘﾝｸﾞ改修補助金
適正運用 ⑤医療機器購入、改修工事対応 ⑥評価委員会･
運営協議会･定例会開催 ⑦医師確保協力、市民病院ＰＲ
⑧旧旭ヶ丘教職員住宅管理⑨例月監査
２．新型コロナ等感染拡大防止対策
①感染症対策備蓄計画に基づく資材購入管理②感染者発生
時の消毒･相談対応 ③新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等計画管理
３.災害医療救護体制整備
①医療対策本部連携会議準備開催 ②医療救護運営ﾏﾆｭｱﾙ概
要作成
４.熱中症予防対策の推進
熱中症注意喚起、啓発事業等

目
標
２

た じ み 健 康
ハッピープラ
ンの後期計画
優先重点事業
の推進

地区保健活動や
事業所・店舗等
連携した喫煙対
策・運動推進・
食生活改善の強
化

１．市民健康調査の実施（7月～9月）
①8月広報特集号掲載 ②ウェブ回答導入 ③評価分析
２.タバコ被害条例の周知・啓発強化
①ﾎﾟｽﾀｰ・標語ｺﾝｸｰﾙ作品活用、条例周知DVD作成等啓発拡
充 ②事業所等協力の啓発推進 ③研修会開催 ④禁煙化に
向けた飲食店屋内全面禁煙化補助金・禁煙外来治療費助成
適正実施 ⑤健康づくり推進員啓発活動
３．健康マイレージ事業実施（新規）
①参加者500人目標に各種事業・公民館・児童館・地域、
SNS等で啓発強化 ②SDGｓ連携の若い年代参加促進
４．地区保健活動による住民主体の健康づくりの推進
①地区組織・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等協働｢健康ひろば｣･多悠連｢健康教
室｣開催 ②健康づくり推進員協働ｳｫｰｷﾝｸﾞ・筋力ｱｯﾌﾟ体操
実施 ③食改推進員協働の野菜減塩啓発(地域行事･ｲﾍﾞﾝﾄ
等) ④口腔保健推進協議会連携のｵｰﾗﾙﾌﾚｲﾙ予防等推進(新
聞折り込みﾁﾗｼ作成、ｻﾛﾝ等健康教育)
５．飲食店・ｽｰﾊﾟｰ協働の野菜摂取推進・減塩対策拡充

目
標
３

地域医療の推
進及び災害対
策・熱中症予
防対策

指定管理者との
協力による円滑
な市民病院の運
営、地域防災計
画医療救護整備

１.産前・産後から乳幼児期までの切れ目ない支援強化
①産婦健診(新規)によるﾊｲﾘｽｸ妊産婦早期把握、継続管理
②産後ケア事業訪問型追加、支援拡充 ③乳児全戸訪問、
産前産後ｻﾎﾟｰﾄ事業、7･8か月児訪問支援 ④３歳児ﾊﾞｰｽﾃﾞｰ
訪問による子育て・発達支援強化(新規) ⑤子育て世代包
括連携会議による3課の連携相談体制強化
２．乳幼児期の健全な発育発達の促進
①新生児聴覚検査事業助成事業適正実施(新規) ②新型ｺﾛﾅ
対応の乳幼児健診･教室･相談事業実施 ③ｵﾝﾗｲﾝ・SNSを活
用した教室･情報発信の推進
３．乳幼児期のハッピープラン推進
①母子の適正な食生活、親子の運動、母子喫煙対策推進
②妊娠期から学童期の歯科衛生、口腔機能向上推進
４.安全な定期予防接種体制の整備
①医師会調整 ②対象者への接種勧奨（個別通知、広報等
による情報提供）

令和3年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
組織目標兼管理職個人目標

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

T3

T2

T3

T3

達成度


